
■ パネルディスカッション:低炭素社会に向けた自律分散型インフラ

いままで日本では，低炭素社会と矮小化して，単に

炭酸ガスを削減することのみを目標に，炭素固定とか

原子力などの大規模技術が強調され，あくまで大量生

産の工業社会の延長で対応を考える方向が主流であっ

た。

しかし一方，温暖化そのものを惹き起こした石油文

明そのものを転換するために，近代の総決算としての，

新たな社会像を模索する動きがある。それは，近代化

の陰でその副作用を一手に引き受けてきた地域社会で，

やむを得ずという形で起こってきた面もあるが，それ

こそが新たな豊かさを模索するものではないか。

その二つの社会像をめぐる動きに言及し，その意味

を探りたい。

我が国において天然資源が十分で無いこと，また世

界規模での化石燃料の枯渇を考えると，我が国におい

ても取得可能である太陽光エネルギーを始めとした，

再生可能エネルギーを主とした電力ネットワークの構

築が重要である。一方で，旧来のインフラ産業として

の火力，原子力発電の仕組みにくらべ，再生可能エネ

ルギーには，太陽光発電の仕組みが規模の経済をほと

んど持たない事，多くの再生可能エネルギーが発電量

を人工的に調整できず，その時刻に得られる量の範囲

の中で消費していかねばならない事などの，これまで

にはなかった特性が存在する。これらの存在を前提と

した上でのアーキテクチャへと電力ネットワーク自体

を組み替えていくことが重要である。つまり，電力網

は分散型となり，また空間的にも時間的にも電力消費

を平準化する自律分散的な情報システムならびに社会

経済システムが将来の電力ネットワークにおいては重

要な問題となる。

自律分散型スマートグリッド構想では，地産地消型

の電力取引を考える。そこでは，ローカルグリッド内

部において電力が変動価格において取引されることに

より，市場原理に基づいた適切な消費の平準化がなさ

れることを目指す。しかしながら，各世帯において，

電力取引をになう住人を想定することは現実的ではな

く，実際にはこの取引は自動的に行われる必要がある。

また，世帯毎に生活者の消費パターンや蓄電池のサイ

ズ，太陽光発電の発電量などは異なるため，世帯毎に

その取引の方針も適応的に変化することが望まれる。

そこで，各世帯に知的エージェント (人工知能) の

存在を仮定し，これが継続的な学習を行う事で，各世

帯や事業所が持つ蓄電池の残量を制御しつつ，また，

適切な入札を市場において行う仕組みを考える。

このような地産地消型の電力取引の仕組みを知能情

報学，及び経済学の知見の上に構築することにより，

再生可能エネルギーを効率的に利用する社会の実現を

目指す。
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